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序　　　文

パキスタン国母子保健プロジェクトは 1996 年 6 月 15 日から 5 年間の協力期間において、母性

保健のための人材育成を通じて、パキスタンの妊産婦死亡の減少に貢献することを目的として協

力が開始されました。

このたび、協力開始後 3 年の時点でこれまでの活動内容を確認し、本プロジェクトのかかわる

専門家とカウンターパートに必要な助言をし、また本プロジェクト当初の目標を達成するため、国

際協力事業団は、平成 12 年 1 月 13 日から 1 月 15 日までの日程で、国際協力事業団医療協力部計

画課橋口道代課長代理を団長とし、巡回指導調査団を派遣しました。

本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りま

した関係各位に深甚なる謝意を表します。

　平成 12 年 1 月

国 際 協力事業団　　

理事　阿 部 英 樹　　
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1． 巡回指導調査団派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

パキスタン・イスラム共和国（以下、パキスタン）では高い妊産婦死亡（10 万出生中 500 人）に

みられるように、母親の健康状態は劣悪であると同時に、女性の社会的地位、教育水準が低く、と

りわけ女性への保健医療対策が立ち遅れている現状にある。パキスタン政府はこの状況の改善の

ため、わが国に対し、無償資金協力による第三次医療を目的とする母子保健センター（MCH セン

ター）の建設および同施設を使っての技術協力を要請してきた。

その後の累次にわたる JICA 専門家（母子保健）の派遣により、女性医療従事者の不足、レファ

ラルシステムの不在が明らかになり、訪問看護婦（Lady Health Visitor：LHV）、伝統的産婆（TBA）

等母性にかかわる医療従事者の質量の改善が急務であることが確認された。さらにその後の数次

にわたる調査団派遣によって、LHV 等を対象として母性保護向上のための基礎的な再教育を行う

プロジェクト方式技術協力を 1996 年 6 月 15 日に開始した。

プロジェクト開始後には、産婦人科、助産看護、栄養など母子保健分野の長・短期専門家派遣、

研修員受入れ、機材供与などを通して技術協力を行っている。

今般の巡回指導調査団は、プロジェクトの進捗確認を行うとともに、パキスタン側カウンター

パートおよび専門家チームなどプロジェクト関係者と意見交換を行い、プロジェクト運営上の課

題、問題点の把握を行うこと、ならびに対応方針を固めることを目的として派遣された。

1 － 2　調査団の構成

　　　　  担当　　　　  氏名　　　　　　　　　所　　属

団長 総　　括 橋口　道代 国際協力事業団医療協力部計画課課長代理

団員 協力計画 斉藤　理子 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課職員
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Dr. Naila Israr Medical Officer ／Counterpart to MCH Project, MCH

Centre

Ms. Mumtaz Begum Nursing Superintendent, Children Hospital

Ms. Humaira Khushnood Nursing Supervisor, MCH Centre

Mr. Allah Rakha Incharge Statistical Department, MCH Centre

Ms. Rubina Danial Charge Nurse, MCH Centre

Ms. Anis Fatima Charge Nurse, MCH Centre

Ms. Nilofer Ghani Charge Nurse, MCH Centre

Mr. Muhammad Razzaq Senior Accounts Officer

Mr. Mehboob Ali Rajpar Accounts Officer, MCH Centre

Mr. Gulzar Shah Dealing Official  （MCH Project Correspondence）,

MCH Centre

（2）日本側関係者

1）在パキスタン日本国大使館

岩藤　俊幸 参事官

渡辺　史郎 一等書記官

2）JICA パキスタン事務所

中原　正孝 所長

永友　紀章 次長

竹内　和樹 所員
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2． 調査概要

パキスタン国母子保健プロジェクト 3 年目の時点での巡回指導調査団の調査内容、項目は以下

のとおりである。

2 － 1　プロジェクト運営上の問題、課題について

（1）チーフアドバイザー不在の間のプロジェクト運営体制

（2）MCH センターの要員の拡充（特にトレーニングコーディネーターの早急な配置）

（3）同センターの自立に向けての予算確保

（2）と（3）については、特にプロジェクト専門家チームより問題点としてあげられた。

2 － 2　プロジェクト進捗状況の確認と活動現場の視察

調査団は 3 日間という短期間のなか、1 月 14 日と 15 日の両日、保健省、プロジェクト関係者等

と協議を行った。上記調査内容、項目について議論し、以下の内容について議事録（ミニッツ）を

結んだ。

（1）プロジェクトの進捗状況について

プロジェクトディレクターをはじめとして、各分野のカウンターパートよりプロジェクト

活動の進捗状況について説明を受けた。チームリーダー不在のなか、レファラルシステム確

立に向けての活動が遅滞している模様。また、先方よりは、プロジェクトの終了後も含めた

今後の方向性を検討するための必要な措置（調査団派遣等）についての言及があった。

（2）新チームリーダーの派遣について

調査団よりチームリーダーの派遣見通しについて説明したところ、先方よりプロジェクト

の残り期間を円滑に実施するため、新リーダーに対するブリーフィング等、事前準備に配慮

方依頼があった。

（3）スタッフの配置について

MCH センターのスタッフ採用が遅延しており、プロジェクトの円滑な実施のためには迅速

な採用が必要である旨、調査団より申し入れた。これに対して先方からは、すでに採用を開

始している旨の回答があった。プロジェクト活動にとって特に重要なトレーニングコーディ

ネーターの採用についても、今後 2 ～ 3 カ月で採用が可能である旨の説明があった。
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（4）予算措置について

調査団よりプロジェクトの円滑な運営や自立発展のためにパキスタン側での予算措置（予算

獲得ならびにトレーニングセンターへの予算配分）について申し入れたところ、プロジェクト

活動に必要な予算を措置する旨の回答があった。

なお（1）に関し、本プロジェクト終了後（2001 年 6 月）の対応について、日本側（在パキスタ

ン日本国大使館、JICA 事務所）およびパキスタン側とも何らかの形で継続を要望しているが、現

行プロジェクトの評価を踏まえたうえでの検討が必要であり、チームリーダー着任後、調査団も

しくは専門家チームの派遣が必要と考える。

また、パキスタン政府内部での手続きに時間を要するため1（新規案件、延長の場合でも）調査

団の派遣時期決定に際しては留意する必要がある。

2 － 3　指導内容

〈日本側のとるべき対応策〉

トレーニングを積んだ地域保健医療従事者たちが、地域に戻って活動しやすい環境および学

習したことを生かせる場をつくろうと、イスラマバード連邦首都区（ICT 地区）におけるレファ

ラルシステムモデルづくりの活動が展開している。しかしながら、リーダーの不在により、そ

の活動も停滞気味であることなどから、調査団としては早急なリーダー派遣を約束した。

〈保健省のとるべき対応策〉

一方、保健省側は、MCH センターのアシスタントコーディネータ－配置およびMCH センター

要員の拡充にひどい遅れをみせており、こうしたことがプロジェクト運営に支障を来すため、調

査団のほうから指導した。回答は、2000 年 4 ～ 5 月ごろまでには実行するというものだった。

また、上記MCH センターは、いずれパキスタン側による全面的運営を期待したいところから、

その自立に向けての運営予算を確保するよう要請した。

1 　PC1（＝事業実施計画書）　新規プロジェクトまたはパキスタン側ローカルコスト負担が必要な場合の延長

に必要



─ 6 ─

3． 期待されるプロジェクトの成果

3 － 1　母子保健に関する情報整備体制の確立

調査活動については、おおむね終了している。（1）から（4）の調査結果を反映させ、現場のニー

ズに合ったトレーニング活動を実施することと、都市部に生活する医師・看護婦たちが農村の現

状を把握し、同プロジェクトの重要性を認識し、当事者意識をもつことを目的として実施された。

・（1）から（4）の調査の分析はすでに終了し、1999 年 11 月に正式報告書が出され、UNDP のWID

基金によるワークショップ（1999 年 11 月 23 ～ 25 日開催）の場において、結果報告がなされた。

・同調査の結果は、トレーニング活動の計画・実施、教材作製、アウトリーチ活動に反映されて

いる。

・カウンターパートは、自分たちが農村に入り、調査を自ら実施することによって、状況をより

具体的に理解できたといえる。この調査によって医師たちが、地域活動を実施することの重

要性を理解したといえる。

・保健医療情報整備能力については、MCH センターの外来患者の情報収集は、定期的に実施さ

れるようになった。しかし、収集された情報を目的に応じて分析するというような能力は、い

まだ確立しておらず、今後付加していく必要がある。活動地域の拡大計画に向けて、対象地域

の母子保健関連調査を実施する意向はあるようだが、実施計画、実施にかかる費用の確保な

どの面で、サポートを要すると思われる。状況、条件に応じて、他の関係機関、保健関連の

NGO、国際機関などから資金等の支援を、PIMS が独自に得られるような能力を付加すること

も、統計部門の確立に必要と思われる。

（1）レファラルレベル病院調査

1997 年 1 月から同年 12 月にイスラマバードおよびラワルピンディー地区の 7 つの病院を対

象に実施された。本調査の目的は、妊産婦死亡率に関する現状の把握および、死因に関する

データ収集である。

（2）保健施設調査

1996 年 8 月から 12 月にかけ、ICT、パンジャブ州アトック、北西辺境州ノシェラの 3 カ所

における 81 の保健医療施設（Basic Health Unit：BHU、Rural Health Centre：RHC、Teshil

Headquarters Hospital：THQ、District Health Hospital：DHQ）を対象に実施された。

本調査では、産科分野における各施設の処理能力を把握するとともに、母子保健医療従事

者の現状を把握した。
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（3）妊産婦・5 歳未満死亡率家庭訪問調査

本調査は、1996 年 12 月から 1998 年 3 月まで、ICT とノシェラの 7500 人を対象として、実

施された。

本調査の目標は、①プロジェクト対象地域における妊産婦および乳幼児死亡率の状況を把

握すること、②コミュニティーにおける妊産婦死亡の原因の把握、③母親の栄養、健康管理、

妊娠・出産に関する知識／行動（Knowledge，Attitude，Behavior and Practice：KABP）状

況の把握、④家族計画手法の使用状況を把握する、の 4 点である。

この調査では、都市部（ICT）と農村地区との比較を実施した。

（4）コミュニティー調査

本調査は、1997 年 2 月から 6 月にかけて実施された Focus Group Discussion および 1996

年から 1997 年にかけて実施された栄養調査など地域社会における地域住民ならびに保健医療

従事者の質的調査などを指す。

まず、Focus Group Discussion では、Lady Health Worker（LHW）、妊婦・授乳婦、姑、

TBA、夫の 5 グループを同年齢、社会経済状況がほぼ同じなかから選択し、各グループで母

子保健に関して討議し、各グループ間での認識の相違などを調査した。

栄養調査は、農村地域の女性の貧血症を減少させるために栄養・食にかかわる現状を把握

し、LHW を対象としたリフレッシャートレーニングにおいて効果的な栄養教育を計画するた

めに実施された。

（5）母子保健に関する情報の収集

PIMS 病院内の外来を中心とする情報収集に関し、日本に研修に行ったカウンターパートを

中心に実施している。担当者は 1 人で、情報収集システムとして確立している状況ではない。

3 － 2　MCH センターの確立

（1）無償資金協力による建物および設備が確保される

1998 年 11 月完了。2000 年 2 月 8 日に引き渡し式予定。

（2）MCH センターの運営・管理体制の確立およびその実施（スタッフィング、予算）

1）スタッフィング

現在 11 グレードまでが確保された。グレード 15 までについては、現在募集している状況

である。しかし、プロジェクトが一番必要としているトレーニングコーディネーターの配置

には当分時間を要するようであり、このためMCH センタートレーニング部門の確立ができ
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ない状態にある。

2）予算

基本的な設備に関し、大方を JICA －MCH プロジェクトに頼っている状況である。トレー、

踏み台、バケツなど、当然PIMS 側でそろえるべき機材がいまだに十分にそろっておらず、そ

のため、2000 年度供与機材に再度、このような備品が申請されてきた。

また、文房具、コピー機のトナー、医療スタッフのアシスタントなどが十分でないため、す

べてを JICA プロジェクトに頼っている。これら、MCH センターの基本的な活動に対する資

金を早急に確保することが必要である。

プロジェクト 4 年目に入り、プロジェクトの重点を、活動の開始・実施から活動の持続性

へ移行させ、その意識をカウンターパートにもたせる必要がある。

（3）トレーニング計画立案および実施

本プロジェクトでは、トレーニング計画を実施する前にワークショップを開催し、その場

において当事者の意見を聞き、ニーズや対象者の現状を把握したうえで、トレーニングプラ

ンを最終的に確立する手法をとってきた。

すべての対象者に対して、すでにワークショップは終了しており、大半はトレーニングを

開始している段階にある。

すでに実施した活動については、附属資料②参照。

今後の課題は以下のようである。

1）LHV

・ ICT 内のLHV と四半期会合の計画および実施。ICT 内のLHV の数は限られており、ト

レーニングの定期的な開催よりも、定期的な会合を開き、その場において、現場での

ニーズや問題などに対応する方法を検討中である。また、MCH センターのスタッフと

のネットワークを構築するうえでも、定期的な会合の有効性が期待される。

・アトックおよびノシェラでのLHV トレーニングの計画・実施。プロジェクト開始当初、

対象地域であった同地区は、1997 年のプロジェクトデザインマトリックス（PDM）見

直しに伴い、準対象地区となり、現在は活動を実施していない。しかしながら、プロ

ジェクト当初実施したか各種調査の対象地域であり、最低 1 回は同地域の LHV を対象

にトレーニングを実施する必要がある。

2）LHW

・ ICT 内の LHW を対象に、毎月リフレッシャートレーニングを実施する。

・ LHW が地域に展開するヘルスコミュニティー活動の支援体制を確立する。ヘルスコ

ミュニティーの実態等についても、LHW により異なるなど、均一化していない状況で
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あり、支援体制の確立が必要である。

・ LHW に対し、キッチンガーデンおよび料理教室の実施、運営能力を付加する。貧血症

が多く、栄養に関する母親の知識も高くない状況であり、身近なところで材料の入手、

健康的なメニューを推進する。

3）ICT 地区内の医師

・各地域保健医療施設に配属されている医師を対象に（1 度開業医対象）1998 年 4 月以来

実施されているが、定例化していない。3 カ月に 1 回開催できるような体制を確立して

いく。トレーニングという形式ではなく、MCH センターを各施設に理解してもらい、

協力を仰ぐという形式をとっている。

4）TBA

・ ワークショップを実施したが、トレーニングの実施に至っていない。TBA の基準が明

確に示せないため、対象者が決定できない状況である。

・若手の TBA は、できる限り助産婦学校（正規）に送り、本プロジェクトでは高齢で経

験があり、実際にお産を取り上げているTBA を対象にリフレッシャートレーニングを

実施することを検討中。

5）その他のトレーニング

・人間関係トレーニングの充実。スタッフ間のチームワーク、患者とのコミュニケーショ

ン等が重要と認識し、1999 年 8 月より人間関係トレーニングを実施。MCH センター内

のスタッフのトレーニングを実施したのち、同トレーニングのファシリテーターの育

成を図る。すでに育成されたファシリテーターを中心に、LHW、LHV を対象に人間関

係トレーニングを実施する。あわせてウルドゥー語の教材を検討中。

・外来に付き添って来ている夫に対し、父親・夫学級の開催を計画中である。

（4）センター活動に対するモニタリング・評価体制の確立（運営管理体制、トレーニング、医療

サービス）

・トレーニングのモニタリング・評価は、研修対象者および最終受益者である母親に対する

知識調査を実施し、その結果を受けて、モニタリングを行う。母親に対する第 1 回目の知識

調査は、1999 年 5 月から 6 月に実施された。1 年後に再度実施、母親の知識の変化をみる。

・MCH センター運営管理体制に対する、計画、実施など具体的な計画がないまま、現在に至っ

ている状態である。早急に計画づくりをする必要がある。

・医療サービスについては、レファラルカードを作製した際にレファラルデスクを設置したが、

モニタリングができていない状態である。
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（5）MCH センターの広報活動

・1999 年 8 月よりプロジェクトニュースレター（日本語）を発行している。将来的にはカウン

ターパートたちが作製する英語版を発行する方向で検討している。

・1999 年 11 月 23 ～ 25 日にかけ、UNDP との連携（WID 基金）により、安全な母性に関する

ワークショップを実施した。WHO 本部から専門家をコメンテーターとして招待した。100

人の参加者（3 日間のディスカッションに参加）と 100 人の招待客が一堂に会した。100 人

の参加者は、医師、教授、医務官などからLHW、LHV などの地域保健医療従事者まで幅広

く、「これだけの多様な保健医療従事者が一堂に会し、討議するという試みはきわめて珍し

く、今後も同様の手法で実施することが期待される。」とのコメントを、先のWHO コメン

テーターより得た。

・現在プロジェクトの活動をもとに、広報ビデオ作製に向けて活動を実施中。現在、業者選定

の段階である。4 月中旬に完成予定。なお、同ビデオ作製費は、先のUNDP WID 基金の一

部が充てられる。

（6）関係諸機関との連携

・12 月にドナー会議参加。UNFPA が主導して、3 カ月ごとに開催されている模様。今後も継

続して参加し、他のドナーとの関係を強化する。

・PM プログラム（首相プログラム）および ICT のDistrict Health Officer（DHO）などと定期

的に会合をもち、関係強化を図る。

3 － 3　ICT地区におけるレファラルシステムモデルの確立

レファラルモデルの構築は、トレーニングを受けた地域保健医療従事者たちが、地域に戻って

活動をする際の「トレーニングの成果をより効果的に発揮するために必要なサポートシステム」と

いう認識のもとに、活動を展開している。

（1）地域における母子保健に関する認識を高める

・現在、アウトリーチプログラムの一環として、PIMS の看護婦が ICT 内の 5 つの保健施設に

おいて、診察に来た母親を対象に、母性保健教育および栄養教育を実施している。

・将来的には、各地域の LHW、LHV などが実施できるようになることをめざす。

・PIMS 外来に来た母親を対象に、母親学級を開催。

・外来の母親に付き添って来た夫を対象に、夫・父親学級の開催を予定している。

（2）自宅でのハイリスク早期発見

・母親に直接接触できる地域保健医療従事者に対し、母親が自分でできるハイリスク早期発
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見方法を教育。

・LHW が母親に保健教育を行う際に使用する絵マニュアルを通じて、母親がハイリスクを認

識できるようにトレーニングを実施している。

・ICT 地区内の 5 つの地域保健施設に対して、PIMS の医師・看護婦によるアウトリーチを実

施。

・レファラルカードを作製し、アウトリーチの際に検診の必要のあるハイリスク妊婦に対し

て配布している。

今後の計画

・現在、地域のLHW が担当地域で組織するべき保健組織が機能していない状況であり、今後

は、保健組織を機能させることをサポートしながら、活動を展開する必要がある。

・地域保健活動の概念整理をする。

・ICT 地区内にレファラルモデルを構築する。Contengency Plan を固める。

・現在、5 カ所の地域保健医療施設を対象にアウトリーチプログラムを実施しているが、今後

は対象地域を拡大し、レファラルモデル基盤を固める。

（3）搬送システムの改善

・ICT 地区内の地域保健施設のいくつかは、他のドナーの支援などにより得た救急車がある

が、運転手が確保できなかったり、修理ができないまま使用されていないものなどがある。

こうした既存の設備の状況を調べ、有効活用の可能性を探る。

（4）地域保健医療施設のスタッフトレーニング

「3 － 2 －（3）トレーニング計画立案および実施」参照

（5）レファラル病院の適切な対応

・現状では、MCH センター内にレファラルデスクを創設しただけであるが、今後レファーさ

れてきた患者へのサービスなどについて、細かく検討する。

（6）関係機関との調整

・ITC 内の保健医療に関する総合的な活動を展開するうえで、DHO を本プロジェクト活動に

巻き込む必要がある。

〈まとめ〉

PDM に基づきプロジェクトの進捗を検討すると、プロジェクトの中心となる地域保健医療従
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事者に対する活動は、おおむね予定どおり実施されている。しかしながら、同活動を展開する

うえで必要・不可欠なMCH センターの設立が、予定人員の配置の遅れ（特にトレーニングコー

ディネーター）、予算の不足などによって滞っている。1999 年後半になり、人員配置は急速に進

んでおり、2000 年度早々にもトレーニングコーディネーターの配置が期待できそうである。

レファラルモデルづくりについては、金川リーダーの早期帰国後、リーダーの不在などの状

況もあり、予定どおり進んでいない状況である。1999 年度 3 月末派遣予定の地域母性看護専門

家が、レファラルモデルの構築を中心とした活動をする予定である。

本プロジェクトにおいてのレファラルモデルの構築は、先にも述べたとおり、育成した地域

保健医療従事者が、地域において活動を効果的・効率的に展開するうえで重要な要素であり、レ

ファラルモデルが確立されないままでは、プロジェクトの実施したトレーニングの成果が十分

に発揮できないと予想される。

すでに 4 年目に入り、プロジェクト終了まで、残すところ 1 年半という段階であるが、早急に

レファラルモデル構築、トレーニングセンターの設立をめざすものである。このような状況に

鑑み、プロジェクト専門家チームから、以下の点について巡回指導調査団より PIMS および保

健省に申し入れてほしい旨の要望があった。

プロジェクト側から PIMS および保健省への依頼事項

①　MCH センターアシスタントコーディネーターの早急な配置

②　MCH センターの要員の拡充

③　MCH センターの自立に向けての予算確保



附　属　資　料

①　ミニッツ

②　プロジェクト活動報告書

③　その他収集資料














































































































	表 紙
	序 文
	写 真
	地 図
	目 次
	1．巡回指導調査団派遣
	1－1 調査団派遣の経緯と目的
	1－2 調査団の構成
	1－3 調査日程
	1－4 主要面談者

	2．調査概要
	2－1 プロジェクト運営上の問題、課題について
	2－2 プロジェクト進捗状況の確認と活動現場の視察
	2－3 指導内容

	3．期待されるプロジェクトの成果
	3－1 母子保健に関する情報整備体制の確立
	3－2 MCHセンターの確立
	3－3 ICT地区におけるレファラルシステムモデルの確立

	附属資料
	① ミニッツ
	② プロジェクト活動報告書
	③ その他収集資料


